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序     文 
 

スーダン共和国では2005年の南北包括和平合意により独立以降の度重なる内戦が終結し、南部

スーダンにおいては同年10月の新政府の樹立とともにジュバ市が首都となりました。 

これに伴って多くの国内避難民・難民がジュバ市及びその周辺地域に帰還・定着し、ジュバ市

の都市化が急速に進むことが想定されたことから、これら帰還民を含む南部スーダン住民（特に

ジュバ市及び周辺地域の住民）が生計の維持・向上と生活の安定を確保するための基礎的な職業

技能を身につけることを目的とした協力がわが国に要請されました。 

独立行政法人国際協力機構は、この要請を受け、2006年4月に実施競技調査団を派遣し、2006年

6月に討議議事録（R/D）の署名を取り交わし、2006年9月から3年間の計画で技術協力プロジェク

ト「基礎的技能・職業訓練強化プロジェクト（SAVOT）」を開始しました。 

このたび、プロジェクト活動が残り4カ月となる辞典において、これまでの実績や目標達成度を

確認のうえ、評価5項目の観点から評価を行うことを目的として2009年4月12日から同年4月26日ま

で終了時評価を実施しました。 

本報告書は同調査結果をとりまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、更には類似

のプロジェクトに活用されることを願うものであります。 

なお、本調査実施中に南部スーダン政府から、2009年6月にスーダン共和国で初めて行われる武

装解除・動員解除・社会復帰プログラム（DDR）のうち社会復帰に関するプログラムの1つである

除隊兵士を対象とした職業訓練について、本プロジェクトとの連携による実施が要望されました。

このため、2009年8月に終了予定であった本プロジェクトを2009年12月末まで延長して除隊兵士に

対する訓練を追加実施することを計画中です。 

ここに、本調査にご協力いただいた内外関係者の方々に深い感謝の意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成21年10月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：スーダン共和国 案件名：基礎的技能・職業訓練強化プロジェクト 

分野：職業訓練 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部高等教育・社会

保障グループ高等・技術教育課 

協力金額（評価時点）：約4.8億円 

 

協力期間 2006年9月1日～ 

2009年12月31日（除隊兵士

訓練のため4カ月延長） 

先方関係機関：労働・人事・人的資源開発省 

日本側協力機関：厚生労働省、独立行政法人雇用能力開

発機構（国内支援） 

１－１ 協力の背景と概要 

20年以上にわたる内戦が終結したスーダン共和国（以下、「スーダン」と記す）において、南

部スーダンの首都ジュバ市を中心に2つのアプローチによる訓練プロバイダーの能力強化を通

じて、復興事業への参画及び生活の安定に資する技能を持った人材育成を行う。第1のアプロー

チは、中長期的な開発の観点から、ジュバ職業訓練センター（Multi Purpose Training Center：MTC）

が南部スーダンの中核的な公的職業訓練機関となるために能力強化するアプローチである。第2

には、非政府組織（Non Governmental Organization：NGO）等ノン・フォーマルな訓練プロバイ

ダーの能力強化を行い、短期的かつコミュニティのニーズに直接応える基礎的技能訓練を実施

するアプローチである。さらに、訓練と労働市場の関係を強化する体制を構築する。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

1．習得した技術を活かし、訓練受講者が生計向上や起業の機会を拡大する。 

2． SAVOTプロジェクトの訓練修了生が、平和の定着のための復興、社会統合、開発に貢献

する。 

 

 （2）プロジェクト目標 

各種訓練プロバイダーの能力強化を通じて、基礎的技能訓練、職業訓練が効果的に実施

される。 

 

 （3）成果 

1．ジュバ職業訓練センターの能力が技術面、運営面、施設面で強化される。 

2．ノン・フォーマル訓練プロバイダー（NGO等）の訓練実施能力が強化される。 

3． SAVOTの訓練プロバイダーの就業支援サービスの能力が促進される。 

 

 （4）投入（評価時点） 

  【日本側】 

日本人専門家 79.52MM（9名） 

ローカルコンサルタント（ウガンダ人など） 11.0MM（6名） 
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カウンターパート研修（日本及びウガンダ） 2.0MM（2名） 

集団研修 1.2MM（6名） 

第三国研修（ウガンダ） 9.5MM（13名） 

機材供与 6,630万円 

在外事業強化費 4,810万円 

 

  【スーダン側】 

カウンターパート配置：28名 

MTC内の専門家活動スペース、訓練実施スペース 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長/総括 宍戸 健一 ：JICAスーダン駐在員事務所長 

職業訓練 岸本 博 ：株式会社ケイディーテック 

評価分析 下山 久光 ：アイ・シー・ネット株式会社 

運営管理 大嶋 健介 ：JICAスーダン駐在員事務所企画調査員 

協力計画 森田 千春 ：JICA人間開発部高等教育・社会保障グループ高等・技

術教育課 
 

調査期間 2009年4月12日～2009年4月26日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 成果の達成状況 

 成果1 ジュバ職業訓練センターの能力が技術面・運営面、施設面で強化される。 

成果1については達成されつつあるが、成果達成には、わが国をはじめとする各種ドナーを

通じたさらなる外部支援による強化が必要である。これまでのプロジェクトを通じてジュバ

職業訓練センターが技術力と運営能力の向上、施設の増強を通じて、職業訓練を実施する能

力を蓄えてきており、ジュバ職業訓練センター独自で訓練を行うための必要最低限の能力を

身につけることができた状態とみられる。ジュバ職業訓練センターがプロジェクト開始とき

にほとんど稼働していなかった状態を考えるとめざましく発展しているものの、日本人専門

家の支援により円滑に機能している側面も多くみられる。 

 

 成果2 ノン・フォーマル訓練プロバイダー（NGO等）の訓練実施能力が強化される。 

成果2はほぼ達成された。SAVOT訓練プロバイダーであるNGOは、訓練実施能力について運

営、設備、募金（ファンドレイジング）の3つの側面で強化された。目標指標の1,000名を上回

る1,507名（2009年3月末現在）が訓練に参加し、本プロジェクトの実績を基に他ドナーからの

資金調達にも発展している。SAVOTパートナーNGOのケニアのスタディーツアー参加者は、

組織運営についての学びが多かったと評判も高く、スタディーツアーの再実施を強く希望し

ている。 
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 成果3 SAVOTの訓練プロバイダーの就業支援サービス能力が促進される。 

成果3は成果達成に近づいてはいるが、組織としてのサービス能力の強化を達成するには、

行政レベルでのさらなる努力が必要である。中間評価時のプロジェクトデザインの見直しに

より就業サービスは労働省に移管され、訓練生の情報を労働省のデータベースに入力し、雇

用者とのマッチングを図る計画が作成されたが、実際には労働省のキャパシティ不足による

政策実行の遅延によりまだ機能していない。他方、ジュバ職業訓練センターとパートナーNGO

は就業促進の活動を期待されており、スタッフの個人的努力によりサービスを展開し、短期

間の労働契約も含めると全体で77％の修了生が何らかの形で就業するという実績をあげた。

これらの就業促進サービスは一部スタッフの努力によるところが大きく、労働省のオーナー

シップに基づく社会システムが未構築のために組織化された活動にまで発展していないこと

が課題である。 

 

３－１－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：各種訓練プロバイダーの能力強化を通じて、基礎的技能訓練、職業訓練

が効果的に実施される。 

プロジェクト目標はほぼ達成されている。設定された指標もほぼ高いレベルで達成されて

いる。しかし、訓練プロバイダーの訓練実施能力が身についたか（指標2）という観点から考

えると、日本人専門家による随所にわたるマネジメント支援（スケジュール管理、予算確保・

管理等）により現行レベルの訓練が実施できている状況であり、身についたといえるレベル

に達するには取り組むべき課題が残っている。 

 

３－１－３ 上位目標の達成状況 

 上位目標1：習得した技術を活かし、訓練受講者が生計向上や起業の機会を拡大する。 

全体で77％以上の訓練修了生が何らかの形で就業実績をあげたという追跡調査結果から、

指標「SAVOTによる訓練修了生の就業状況が改善される。」は現在の訓練修了生にすでに見ら

れるインパクトであると言える。現状と同様に今後もSAVOT訓練プロバイダーが訓練を提供

し続け、かつ訓練修了生の平均77％が何らかの形で就業できる状態が継続すれば、将来も継

続して達成される見込みである。 

 

上位目標2：SAVOTプロジェクトの訓練受講者が、平和の定着のための復興、社会統合、開発

に貢献する。 

追跡調査によると、訓練修了生の87％が収入向上により家族が同居できると感じ、69％が

就業により定住できると感じている。また77％が教育や訓練に参加できること自体をポジテ

ィブな社会変化と感じている。終了時評価調査でも多くの訓練修了生が家族の生活安定、明

るい将来設計、経済活動への参加を通じた復興への貢献といったインパクトを感じているこ

とが確認されたことから、指標「職業訓練によりSAVOT修了生とその周りにポジティブな変

化が発現する。」は南部スーダンの社会経済状況が現在の安定を継続するか改善される限り、

達成され続ける見込みである。 
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３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性：高い 

中間評価時に、南部スーダン政府の職業訓練政策、日本政府の援助政策がプロジェクト

開始時と比べて大きく変化していないことが確認された。また本プロジェクトでは帰還民

や除隊兵士にも職業訓練を提供していることから、ターゲットが計画どおりであるといえ

る。これらのターゲットへの訓練の提供は、上位目標2にあるように、本プロジェクトが平

和の定着のための復興、社会統合、開発に貢献していることを示唆している。雇用主の大

半は訓練修了生が得た技術レベルに満足していることから、訓練が現地ニーズに合致して

いることが確認できた。 

 

 （2）有効性：高い 

プロジェクトの有効性を成果とプロジェクト目標の達成度でみた場合、成果2とプロジェ

クト目標の達成度は高い。他方、成果1と成果3の達成度はやや高いにとどまっている。 

訓練修了生が指標の1,300名を大きく上回って3,500名以上に達成する見込みであること

から、直接受益者数の多さがプロジェクト目標達成の貢献要因といえる。他方、ジュバ職

業訓練センターが最低限の訓練実施能力を身につけたものの、マネジメントの面では課題

を有する点がプロジェクト目標の阻害要因である。これには労働省のキャパシティの低さ

（労働局が計画していた予算がほぼ執行されなかった）といった外部条件の影響もあった。

 

 （3）効率性：高い 

ジュバ職業訓練センターで提供されている訓練コースのうち、木工科を除くすべてのコ

ースで定員を上回る応募者があり、ほぼ計画どおり訓練が実施されていることから、研修

員の受け入れについては適切であったと考えられる。 

施設と機材については今のところ計画どおり研修を実施するために最低限必要な質と量

は確保されており、量に余裕がないこともあり稼働率は高い。しかし、訓練コースの各科

を詳細にみると、より質の高い研修を実施するためにさらに必要とされる機材や施設は多

い。また、現在は市中の電気供給が不十分なため自前の発電機に頼らざるを得ないことが

運営コスト増大の大きな要因の1つとなっており、外部条件の影響を受けている。 

日本や第三国と連携した研修はすべて大変好評であった。ウガンダ人講師の招へいにつ

いては同じ東部アフリカ地域出身で内戦も経験していることから、指導が現場の実情に即

していたとしてジュバ職業訓練センター職員からの評価も高く、費用対効果が高かった。

他方、ウガンダ人講師はタイムマネジメントについては力不足の面があり、計画していた

指導が完了できなかったこともあった。 

他ドナーとの連携について、適切なタイミングでの調整・協調により支援分野の重複を

避け、効率よく実施された。紛争予防・平和構築無償との連携に関しては、準備から実施

決定に至るまでの時間が短く、効率的な準備だったと評価される。 

 

 （4）インパクト：高い 

SAVOT訓練プロバイダーは継続して訓練修了生を輩出しており、また修了生の大半が就
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業もしくは起業の機会を得ていることから、訓練修了生の生計向上や就業機会が改善され

るという上位目標の達成見込みは高いと考える。SAVOT関係者の多くがプロジェクトによ

り平和の恩恵を受けており、ポジティブな変化があると回答している。したがって、スー

ダンの政治経済事情が現在のように安定し続けるか改善されるなら、上位目標2である「訓

練修了生が、平和の定着のための復興、社会統合、開発に貢献する」についても達成の見

込みは高いと考える（上位目標の達成見込みの詳細については「2-2-3（2）上位目標達成の

見込み」を参照）。 

上位目標のほかに、女性の収入向上を通じて社会的地位の向上に貢献している側面も、

ジェンダーの視点から重要なインパクトとして考えられる。特にジュバ職業訓練センター

における秘書科では60％、コンピューター科では38％と女性訓練生の占有率が高い。さら

にSAVOTパートナーNGOは全体的に女性訓練生の参加率が高く、51％を占める。女性が外

で働くことが一般的ではないスーダン社会において、これら女性の社会進出が与えるイン

パクトは大きい。 

ジュバ経済への波及効果は、インタビュー調査の結果では関係者のほぼ全員がその効果

を認めている。全体でみると2009年3月までに1,550名が訓練を修了しそのうち1,193名が就

業または起業を通じて地域の経済活動に貢献している。前述のように、女性の経済活動へ

の参加も職業訓練により増強されたと考える。さらに、ある程度の基礎技術をもった人材

が市場に入ることは、提供するサービスのレベルが上がり、全くの未経験者に比べると付

加価値もあると考えられる。以上から、ジュバ経済への波及効果はあったと考えられる。

 

 （5）持続性：現時点では高くない。 

本プロジェクトのC/Pの持続性については現時点では高いとは言えない状況であり、活動

の継続には外部支援が不可欠である。南部スーダン政府が内戦後の2005年に発足した新し

い政府であり、政府全体の機能が極めて脆弱であることを前提として開始したプロジェク

トであることに立ち返れば、現在ではジュバ職業訓練センターの活動の持続性を予見させ

るポイントも多く発現している半面、南部スーダン政府が職員の給与以外はほとんどの予

算を配賦できていないことから、ドナーの支援なしでは活動を持続できる見込みが低いと

言わざるをえない。 

 

  ① 政策 

ジュバ職業訓練センター運営の持続性を予見させるポイントとして、政策面では国際

労働機関（International Labour Office：ILO）と労働省が協力して職業訓練制度をほぼ完成

させ、これが実施されれば政策に沿って一層同センターの運営体制を整備することが必

要になり、労働省の同センターへのさらなる支援が期待できる。他方、同センター運営

に関する労働省のオーナーシップは高いとは言えない。労働省が同センターの運営を管

理できていないため、その運営についてはプロジェクトからのアプローチに頼りがちで

ある。 

また、本終了時評価調査直後の2009年5月に南部スーダン労働省の大臣及び労働局長の

本邦研修を実施し、行政官との協議、職業訓練現場や町工場の視察等を通じて日本の職
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業訓練についての理解を深め、また外務省及びJICAの役員レベルとの面談において南部

スーダンにおける本プロジェクトの重要性と期待の大きさについて表明する等、プロジ

ェクトの持続性に向けた政府のリーダーシップが期待される場面が見られた。 

さらに本終了時評価調査終了後に決定されたプロジェクト延長による南部スーダンに

おけるDDR支援のための除隊兵士向け職業訓練においても南部スーダン政府が本プロジ

ェクトに寄せる期待と信頼の大きさが感謝と共にわが国政府に伝えられていることか

ら、政府レベルでの本プロジェクトの持続性に向けたオーナーシップが一層期待される。

 

  ② 組織 

ジュバ職業訓練センターの体制はこれまでのプロジェクト実施とともに少しずつでは

あるが改善されており、訓練を計画どおり実施するという面では必要最低限の能力は得

たと考える。特に業務ガイドラインの準備は当初の計画に比べて遅れながらも進捗して

おり、今後はガイドラインに則って理事会の設置や職務明細書の準備をする計画である。

ジュバ職業訓練センターの予算は厳しい状態が続いているが、小規模ながら収入創出活

動が開始されている。木工科では訓練で製作した家具の販売を始め、自動車整備科では

自動車や発電機の修理を一般客から受注し始めている。 

 

  ③ 財務 

SAVOTパートナーNGOの活動について、一部のNGOはプロジェクト専門家の指導もあ

り他ドナーからの支援を取り付けるなど、ファンドレイジング能力が向上している。南

部スーダン高齢者支援の会（Southern Sudan Older People’s Organization：SSOPO）や女性

のための自助努力支援の会（Women’s Self-Help Development Organization：WSHDO）など

は外部からの注文に応じた委託製作を始めており、生産ユニットの収益を運営費の一部

とする活動も始まっている。これらの持続性を予見させる動きはみられるが、SAVOTが

支援をやめれば現状では活動を停止または大幅に縮小せざるを得ない団体も約半数はあ

るのが現実である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

  ① 訓練ニーズ調査に基づく訓練の提供 

プロジェクト開始時に訓練ニーズ調査を行い、労働需要を分析して訓練コースを選定

したことから、高い就業実績を達成することができた。 

 

  ② ノン・フォーマル訓練プロバイダーの選定 

社会的弱者支援を目的とした即効性の高い訓練を提供するため、SAVOT訓練プロバイ

ダーに複数のNGOを選定して公的職業訓練機関（MTC）との効果的な役割分担を行った

ことにより、社会ニーズにあった対象者に訓練機会を多く提供することができた。 
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 （2）実施プロセスに関すること 

  ① プロジェクト関係者内の十分なコミュニケーション 

プロジェクトの関係者は労働省、パートナーNGO、他ドナー（国連難民高等弁務官事

務所（United Nations High Comission for Refugees：UNHCR）、ILO、World Bank等）と頻繁

に円滑なコミュニケーションを行うよう努め、有効な関係を築いてきた。 

 

  ② ファスト・トラックの影響 

本件は、緊急性の高い事業を簡素化された手続きなどにより、迅速に計画・実施する

ために設けられたファスト・トラック制度の適用を受けた初めての案件であることから、

復興支援案件ではスピードが重視されるという認識がプロジェクト関係者間で当初から

強く意識され、同認識は全プロジェクト期間を通じて活動に活かされた。 

 

  ③ プロジェクトデザインの柔軟な変更 

プロジェクト開始時には就業支援サービスについてはMTCの中に情報センターを設置

する計画であったが、中間評価時点で就業支援サービスを労働省の本来業務として

SAVOT訓練プロバイダーと労働省の役割分担を行った。 

また当初計画にはなかったマルチ・ドナー信託基金の活用により、施設改善や短期訓

練コースの追加を行った。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

  ① 労働省のキャパシティ不足 

モニタリング評価システム、就業サービス等、労働省も含めた活動が必要なものがあ

るが、主に労働省のキャパシティ不足により活動に遅滞が生じたり継続性を欠いたりし

ている。 

 

  ② MTCのキャパシティ不足 

プロジェクト開始前と比較すると指導員のキャパシティは向上しているが、勤務態度

や時間管理、技術力、マネジメント力（訓練内容の評価及びフィードバック体制、情報

蓄積体制等）の問題は継続している。 

 

３－５ 結論 

職業訓練システムが機能していなかった戦後復興の状況下でプロジェクトが開始したことを

考慮すると、開始から2年8カ月が経過した現在、プロジェクトは著しい進展を遂げており、プ

ロジェクト目標はプロジェクト終了時までにほぼ達成する見込みである。 

各種訓練プロバイダーは今後、基礎的能力及び組織基盤を強化して効果的な基礎的技能と職

業訓練を継続的に提供し、生計確保や起業、ひいては平和の定着に向けた再構築、再統合に貢

献するものと思われる。 

現在の段階は効果的な訓練を継続的に提供するための第一歩であり、より一層コミュニティ
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のニーズに応えていくためには、労働政策の迅速な実現が求められている。労働省と各種訓練

プロバイダーには、組織的、財政的、技術的継続性の確保に向けた一層のコミットメントと努

力が必要である。 

 

３－６ 提言 

上記のとおり現段階での達成状況は第一歩に過ぎず、活動の継続には外部からの支援が不可

欠であることから切れ目のない活動継続のためにすでに本件フェーズ2が採択されていること

は妥当である。 

フェーズ2の実施を考慮に入れ、本調査団は下記の事項を提言した。 

 

 （1）労働政策の実現 

南部スーダンでは職業訓練政策及びそのアクションプランが作成されているが、具体的

な実施段階まで至っていない状況である。本プロジェクトは職業訓練実施機関への支援で

あるが、実施機関の職業訓練機能強化には政策主導による職業訓練セクター全体の方向付

けが不可欠であることから、アクションプランの実施に向けた課題の整理を行い、実施主

体、実施方法を決定して実現に向けて推進していくことが必要である。 

 

 （2）迅速なプロジェクトの実施に向けた労働省の運営管理能力の強化 

現在の労働省では職員の数、専門性ともに大幅に不足しており、プロジェクトの実施に

おける様々な局面で労働省がボトルネックになっている場面が多い。よって、プロジェク

トのスムーズな進捗をリードするには適当な人材の配置が必要である。 

 

 （3）MTCのマネジメント能力（財政管理、労務管理、調達業務、施設・機材維持管理） 

本プロジェクトではMTCの強化を目標としているが、特に訓練の核となる技術面での強

化を優先したため、運営や施設・機材管理面などのマネジメント面において特に課題が多

く残っている。今後の自立発展に向け、技術面の強化に加え、MTCのマネジメント能力の

改善が重要である。 

 

 （4）ノン・フォーマル訓練プロバイダーの財政的自立、及び他のノン・フォーマル訓練プロ

バイダーへのノウハウの普及 

ノン・フォーマル訓練プロバイダーの訓練実施能力は強化されたが、活動継続のために

は自力で資金調達を行えるまでの財政的自立が求められる。また、本プロジェクトで能力

強化した訓練プロバイダーは、ネットワークを利用してそのノウハウ・経験を南部スーダ

ンの他の訓練プロバイダーに普及・拡大させていくことが期待されている。 

 

３－７ 教訓 

 （1）臨機応変なプロジェクトデザイン変更の必要性 

南部スーダン政府における制度変更（就業支援サービス管轄者の変更）やマルチ・ドナ

ー信託基金を活用した受託事業の開始などに伴い、臨機応変にプロジェクトデザインを変
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更することにより復興支援ニーズに迅速かつ適切に対応することができた。 

 

 （2）徹底した安全対策の必要性 

内戦終了後4年しかたっておらず政情不安の可能性も高い状況下、徹底した安全対策（連

絡手段の確保、宿舎選定時の配慮、治安情報に関する情報収集・連絡体制の確立、各種保

険サービスへの加入、銀行送金利用など）を行うことにより、事件・事故を予防すること

ができた。 
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第１章 終了時評価の概要 
 

１－１ 派遣の経緯と目的 

スーダン共和国（以下、「スーダン」と記す）「基礎的技能・職業訓練強化プロジェクト（Project 

for Improvement of Basic Skills and Vocational Training：SAVOT）は、20年以上にわたる内戦が終結

したスーダン国南部スーダンにおいて、復興事業への参画及び生活の安定に資する技能を有した

人材を育成するために、各種訓練プロバイダー（公的職業訓練機関及びNGO等ノン・フォーマル

な訓練プロバイダー）の能力強化を行い基礎的技能訓練・職業訓練を効果的に実施することを目

的に、2006年9月より3年間の計画で開始された。 

プロジェクトでは（1）ジュバ職業訓練センター（MTC）の能力強化（技術、運営、施設）、（2）ノ

ン・フォーマル訓練プロバイダー（NGO等）の訓練実施能力強化、（3）SAVOT訓練プロバイダーの

就業支援サービス能力強化、を成果とした活動を行ってきた。 

2009年8月に当初予定の協力期間が終了することから、このたび終了時評価調査を実施した。終

了時評価ではプロジェクトの実績・成果を確認・評価するとともに、今後のプロジェクト活動、

すなわちプロジェクトフェーズ2に向けた提言や今後の類似の事業実施にあたっての教訓を導く

ことを目的とした。 

 

１－２ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所  属 

団長・総括 宍戸 健一 JICAスーダン駐在員事務所長 

評価分析 下山 久光 アイ・シー・ネット株式会社 

職業訓練 岸本 博 株式会社ケイディーテック 

運営管理 大嶋 健介 JICAスーダン駐在員事務所企画調査員 

協力企画 森田 千春 JICA人間開発部高等教育・社会保障グループ高等・技術教育課 

 

１－３ 調査行程 

2009年4月12日（日）～2009年4月26日（日） 

日 程 活  動 

4月12日～20日 評価分析コンサルタントによる調査 

4月21日（火） 労働省表敬 

MTCにおけるSelf-Evaluation meeting 

4月22日（水） NGO訓練プロバイダーによるSelf-Evaluation meeting 

マルチドナー信託基金受託事業にかかる世界銀行との打合せ 

4月23日（木） 合同評価セミナー（労働省、MTC、NGO訓練プロバイダー） 

労働省とのミニッツ競技 

4月24日（金） UNDPとの武装解除・動員解除・社会復帰（Disarmament, Demobilization, 

and Reintegration：DDR）に関する打合せ 

ミニッツ署名 
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4月25日（土） ジュバ⇒ハルツーム（移動） 

4月26日（日） 在スーダン日本国大使館への報告 

 

１－４ 主要面談者 

・南部スーダン労働・人事・人的資源開発省 

Dr.Mark Zangabeyo Jerome Undersecretary 

Mr.James Tipo Akol Ajawin Director General of Capacity Building Unit 

Ms.Hellen Achiro Lotara Director 

 

・ジュバ職業訓練センター（MTC） 

Mr.Ohide T.Kullo Director 

 

・世界銀行 

Mr.Francis Muthuiya Project Manager/Procurement Specialist 

 

・プロジェクト専門家 

山本 幸生（総括） システム科学コンサルタンツ 

盛田 詩子（訓練運営管理/ドナー調整①） システム科学コンサルタンツ 

新村 有紀（訓練運営管理/ドナー調整②） システム科学コンサルタンツ 

西山 謙太郎（機材設備計画） システム科学コンサルタンツ 

 

・在スーダン日本国大使館 

山本 英昭       参事官 

早川 尚宏       一等書記官 

 

１－５ 終了時評価の方法 

本終了時評価は「改訂版JICA事業評価ガイドライン」（2004年2月）に基づいて実施された。調

査時はプロジェクトが終了する約4カ月前にあたり、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 

Design Matrix：PDM）に基づき、プロジェクト目標と成果の達成度、上位目標達成の見込み、活

動の概要などが調査された。 

 

１－５－１ PDM 

本プロジェクトでは過去2回にわたりPDMが改訂された。改訂の箇所と理由については以下の

とおり。 

 第1回PDM変更（2008年2月） 

項目 変更前 変更後 変更理由 

上位目標の項

目追加 

なし SAVOTプロジェクトの

訓練修了生が、平和の定

着のための復興、社会統

合、開発に貢献する。 

上位目標で本プロジェク

トが「平和の意図」を基

にして実施されているこ

とを明確にした。 
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成果 3と関連

する活動と指

標の変更 

【成果】 

技能・職業訓練情報セン

ター（仮称）が設立され

る。 

【活動】 

3-1 センターの機能・制

度設計が行われる。 

3-2 設計に基づき、セン

ターが設立される。 

3-3 訓練及び就業機会

の情報ネットワークが構

築される。 

3-4 訓練修了生の自立

のための体制が整えられ

る。 

【指標】 

3-1 基礎的技能・職業訓

練情報センターが機能し

始める。 

3-2 基礎的技能・職業訓

練情報センター職員の能

力が同センターを運営で

きるようになるまで向上

する。 

3-3 職業訓練の情報が

基礎的技能・職業訓練情

報センターに蓄積され

る。 

3-4 就業にかかる情報

が基礎的技能・職業訓練

情報センターに蓄積され

る。 

3-5 基礎的技能・職業訓

練センターが蓄積された

情報を活用したサービス

を提供する。 

3-6 基礎的技能・職業訓

練情報センターにおい

て、就業と起業を促進す

る活動が実施される。 

変更後の成果3、活動、指

標 

【成果】 

SAVOTの訓練プロバイ

ダーの就業支援サービス

の能力が促進される。 

【活動】 

3-1 各訓練プロバイダ

ーが就業支援を行う担当

職員を育成する。 

3-2 中央エクアトリア

州労働事務所と SAVOT

の訓練プロバイダーの関

係を強化する。 

3-3 SAVOT訓練生の雇

用及び起業支援に係る活

動と訓練プロバイダー間

の訓練関連情報を整備す

る。 

3-4 これらの活動から

得られる教訓を雇用支援

計画に反映させる。 

【指標】 

3-1 就業支援サービス

にかかわる職員がその活

動計画、実施、そして評

価を自ら行えるようにな

る。 

3-2 求人、求職、労働市

場、職業訓練や基礎技能

に関する情報がSAVOT訓

練プロバイダーと労働局

間で共有される。 

3-3 就業と起業を促進

する活動が実施される。

3-4 SAVOT訓練プロバ

イダーが自ら就業支援の

計画書を作成し、労働省

に申請できる。 

プロジェクト開始時の就

業支援サービスはジュバ

職業訓練センター内の基

礎的技能・職業訓練情報

センターを中心機関にす

る予定だったが、労働省

の機能が活発になったこ

とを受けて、労働省にサ

ービスの機能を移管し

た。機能の移管に伴い、

各訓練プロバイダーが就

業支援に関して期待され

る役割も変わり、労働省

と連携しながらの就業支

援を求められている。 
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 第2回PDM変更（2008年9月） 

項目 変更後 

（各番号はPDM記載のとおり。また、

活動と投入は追加のため、「変更前」は

記載しない） 

変更理由 

活動の追加 【活動】 

1-5 追加の施設と機材を提供する。 

1-6 追加の短期訓練コースを実施す

る。 

世界銀行が管理するマルチ・ドナー信

託基金（ Multi Donor Trust Fund：

MDTF）の支援により、施設と機材の

供与、ジュバ職業訓練センターにおけ

る短期訓練コースの実施が追加され

た。供与された施設と機材、短期訓練

はプロジェクトが管理する。 

投入の追加 【日本による投入】 

1．専門家の業務 

（南部スーダン人材育成プロジェクト

（マルチ・ドナー信託基金の資金拠出

による）研修内容の計画と施設建設の

設計を担当する各専門家の追加投入 

3．ジュバ職業訓練センターにおける機

材の供与 

（南部スーダン人材育成プロジェクト/

マルチ・ドナー信託基金の支援による）

追加の施設と機材の供与 

【南部スーダン政府による投入】 

4．南部スーダン人材育成プロジェクト/

マルチ・ドナー信託基金による施設の

建設、機材の供与と訓練の実施のため

の予算支出 

同上 

 

１－５－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

  （1）主な調査項目 

今回の終了時評価調査では南部スーダン政府と合同で2008年9月に変更されたPDMに基

づいて実績、実施のプロセス、OECD開発援助委員会（DAC）の評価5項目について調査し

た。詳細は以下のとおり。 

1）PDMに記載されている上位目標の達成見込み、プロジェクト目標と成果の達成度。 

2）プロジェクト実施プロセスの確認 

3）DAC評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性） 

 

  （2）情報・データ収集方法 

情報とデータの収集については、主に1）事業報告書などの文書、2）アンケート調査と

インタビュー、により収集した。現地調査では質問票を先に送付し、インタビューで内容

を確認するという形が効率的であるが、対象者が質問票に不慣れである場合が多く、質問

内容を説明しながら答えてもらったほうが良いと判断した。このようなアドバイスを事前



 

－5－ 

に現地担当者より得ていたので、インタビューをしながら質問票を書くことにした。他方、

実施プロセスの調査は主に日本人関係者が対象なので、質問票の回答を受け取った後、不

明な点をインタビューにより補足した。 

参考にした文書とインタビュー対象者は下記のとおり。 

情報ソース ソースの詳細 

1）参考文書 1．プロジェクト進捗報告書1～5 

2．インセプションレポート 

3．訓練生追跡調査報告書 

4．ジュバ職業訓練センター中期計画（ジュバ職業訓練センターRevival 

Plan） 

5．ウガンダ・ナカワ職業訓練センターの指導員訓練（Training of Trainers：

TOT）・OJTレポート 

その他 

2）アンケート

調査とインタ

ビュー対象者 

1．プロジェクト専門家 

2．ジュバ職業訓練センター管理職、トレーナー、元訓練生 

3．SAVOTパートナーNGOの管理職、訓練生、元訓練生 

4．元訓練生の雇用主 

5．国連難民高等弁務官（UNHCR）、世界銀行の担当者 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 現地調査結果 

現地調査では、SAVOTプロジェクト関係者へのインタビュー、質問票を用いたアンケート調査、

プロジェクトサイトの視察を中心に行った。 

ジュバ職業訓練センター関係者への質問票とインタビューによると、彼らはジュバ職業訓練セ

ンターを自分たちで運営しなければと強く意識して活動していることが確認できた。特にジュバ

職業訓練センターの管理職については、運営能力を強化するために第三国での運営管理者用研修

が必要であり、またジュバ職業訓練センターの施設と設備がより増強される必要があると考えて

いることも明らかになった。 

SAVOTパートナーNGOへの調査では、SAVOTとの連携を通じて能力強化できたこと、連携は

NGO側からみると非常にスムーズだったこと、今後もSAVOTの支援を非常に必要としていること

が確認できた。 

南部スーダン政府の労働省の事務次官と労働局長を対象とした調査では、労働局のプロジェク

ト関係予算の執行に関する課題を中心に、プロジェクトの現状を確認した。同政府の重要な税源

である原油価格の世界的な下落により、大幅な税収減が見込まれることから、今後のプロジェク

ト予算の見通しも良くなく、ドナーによる支援がこれまで以上に必要なことが確認された。 

 

２－２ プロジェクトの実績 

２－２－１ 投入実績 

  （1）日本側の投入 

① 専門家 

合計9名の日本人専門家（シャトル型派遣）と2名の外国人長期専門家が派遣された。

分野は総括、職業訓練指導計画、基礎的技能訓練指導計画、訓練運営管理/ドナー調整（2

名）、市場調査・経営計画（2名）、シニアプロジェクトコーディネーター、訓練施設、機

材設備計画（2名）である。プロジェクトは終了する2009年8月末までに全体で79.52MM

の投入となる計画である。 

 

② 供与された資機材及び施設改修 

2009年8月末までに約602,800米ドル相当の機材を供与する予定である。また、訓練に必

要な資材として約310,500米ドルを支出する計画である。さらにジュバ職業訓練センター

とSAVOTパートナーNGOの施設改修費として約214,200米ドルを支出する。 

 

③ 第三国における研修と本邦研修 

プロジェクト終了時までに6名が本邦研修に参加し、18名がウガンダのナカワ職業訓練

校で研修する計画である。 

 

④ 現地支出 

プロジェクトがカウンターパートと共同で実施するセミナーやワークショップの経費

として2009年8月末までに約687,600米ドルが計上されている。ジュバ職業訓練センターと
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SAVOTパートナーNGOの訓練実施予算として約731,000米ドルも計上された。 

 

  （2）南スーダン側の投入 

① ジュバ職業訓練センター指導員 

現在は28名の指導員がジュバ職業訓練センターに雇用されている。 

 

② ジュバ職業訓練センターの土地と施設 

ジュバ職業訓練センターの土地とプロジェクト開始時にあった教室、職員室などの施

設。 

 

③ ジュバ職業訓練センター職員の給与 

労働省が執行したジュバ職業訓練センター職員の給与は2007年度が292,092米ドルで

2008年度が346,272米ドルだった。また、ジュバ職業訓練センターの運営コストの一部と

して7,986米ドルが2008年度に執行された。 

 

２－２－２ 活動実績 

PDMの成果とその指標に即して調査した各達成状況は下記のとおり。 

【成果1】 

「ジュバ職業訓練センターの能力が技術面、運営面、施設面で強化される。」 

① 総論 

成果1については達成されつつあるが、さらなる外部支援による強化が必要である。これ

までのプロジェクトを通じてジュバ職業訓練センターは技術力と運営能力の向上、施設の

増強を通じて、職業訓練を実施する能力を蓄えてきた。実際のところ、ジュバ職業訓練セ

ンターだけで訓練を行う必要最低限の能力を身につけることができたとみられる。プロジ

ェクト開始時のジュバ職業訓練センターが稼働していなかった状態を考えるとめざましく

発展しているが、日本人専門家の支援により円滑に機能している側面も多くみられる。 

 

② 各指標の達成度 

指標1-1：訓練ニーズ調査報告書が完成する。 

訓練ニーズ調査報告書は2007年3月に完成した。 

 

指標1-2：ジュバ職業訓練センターの中期報告が労働省に申請される。 

中期計画はジュバ職業訓練センター・リバイバル・プランとして2007年6月に労働省に提

出された。 

 

指標1-3：ジュバ職業訓練センターの指導員の能力が向上し、訓練が実施できるようになる。 

2007年と2008年の訓練生追跡調査報告書によると、訓練生の指導員に対する満足度は3.4

から4.05に上昇した（5段階評価で3はfair、4はGood）。加えて、プロジェクトが開始してか

ら、指導員はレッスンプランを作成できるようになった。機材調達や新入生採用の委員会

を設置したことで、物事を協議して決定する能力も身につけた。 
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他方、指導員の勤務態度や時間管理にはまだ多くの問題があり、現地の交通事情にも要

因があるものの、指導員の遅刻も大きな問題の1つとなっている。 

また、指導員の個別の職業訓練技術向上に関して期待される成果は特に設定しておらず、

プロジェクトとしてこれに対する集中的な活動の投入はしていない。 

 

指標1-4：長期と短期のカリキュラム、訓練プラン、教材が整備される。 

現状ではカリキュラムはプロジェクト開始時にジュバ職業訓練センターが作成したもの

を使用している。 

訓練プラン（レッスンプランとも呼ばれる）はジュバ職業訓練センターの指導員が準備

できるようになっている。教材については労働省が訓練にかかる教材費用を支出できない

ため、プロジェクトが必要最低限の教材を供与している。 

 

指標1-5：ジュバ職業訓練センターが訓練を実施するための施設と設備を保有する。 

ジュバ職業訓練センターの施設は一部改修され、現在用意されている訓練コースはすべ

て実施されている。設備についても本プロジェクトでの整備もあり、実施中の訓練コース

に必要な最低限の設備は整った。しかし、ジュバ職業訓練センター関係者は現状の施設と

設備に十分な満足はしておらず、拡張のための支援を強く要望している。すでにマルチド

ナー信託基金供与での施設改修整備が決まっているうえ、今後は紛争予防・平和構築無償

の実施も決まっているので、施設の改修及び設備の増強はさらに期待できる。 

 

指標1-6-1：訓練生の各コースにおける終了率が75％以上となる。 

2009年4月時点でジュバ職業訓練センターにおける修了率は全体で79％にのぼることか

ら、指標の75％は達成している。現状を考えるとプロジェクト終了までに修了率が目標値

を下回る可能性は非常に低いと考える。 

 

指標1-6-2：訓練生がジュバ職業訓練センターの訓練に満足する。 

47％の卒業生が訓練に「非常に満足」または「満足」と回答している。 

 

指標1-6-3：現地の労働市場関係者がジュバ職業訓練センターの訓練内容に満足する。 

現地雇用主の80％がジュバ職業訓練センターにおける訓練が効果的だったと回答してい

る。 

 

指標1-7：ジュバ職業訓練センターが訓練内容を評価し、次の訓練にフィードバックできる。 

ジュバ職業訓練センターではプロジェクトの支援により訓練内容の評価とフィードバッ

クのOJTを受けたが、受講者を含む関係者の認識は低い。ジュバ職業訓練センターでのイン

タビュー調査では、評価とフィードバックに関する有効な回答はなかったため、OJTの実施

方法に課題があると思われる。 

 

指標1-8：職業訓練の情報がジュバ職業訓練センターに蓄積される。 

ジュバ職業訓練センターの図書室には職業訓練に関する書籍とインターネットに接続可
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能なパソコンが備えられ、指導員や訓練生が自由に利用できる。図書の数は十分ではない

が、南スーダンでは最も充実した図書室であると考えられる。他のSAVOT職業訓練プロバ

イダーとの情報交換のための組織も発足しており、情報蓄積のための体制はほぼ整ったと

いえる。 

他方、ジュバ職業訓練センターの人材不足から、情報を整理し必要な情報を提供できる

司書のような人材はまだ配置されておらず、今後の課題である。 

 

指標1-9：ジュバ職業訓練センターが訓練コースを運営、維持できる。 

ジュバ職業訓練センターは訓練コースを運営、維持する最低限の能力は身につけたと考

えられる。その主な理由は、ジュバ職業訓練センターがすでに運営に必要な委員会を設置

し、問題はありながらも継続的に訓練を提供できているからである。プロジェクトアドバ

イザリー委員会（PAG）が設置され、ジュバ職業訓練センター運営ガイドラインも作成準備

が進んでいる。さらに、同ガイドラインの準備が整い、マルチ・ドナー信託基金の支援に

より理事会が設置されれば、プロジェクト終了時までにさらなる組織強化が期待される。

他方、組織行政、実施体制、講師の教授法、教科知識などまだ円滑な運営が可能なレベル

には達しておらず、改善の余地は多くみられる。さらに、訓練実施に必要な費用を労働省

が負担できないため、運営を維持するにはドナーの支援が不可欠である。 

 

【成果2】 

「ノン・フォーマル訓練プロバイダー（NGO等）の訓練実施能力が強化される。」 

① 総論 

成果2はほぼ達成された、SAVOT訓練プロバイダーであるNGOは、訓練実施能力について

運営、設備、募金（ファンドレイジング）の3つの側面で強化された。目標指標の1,000名を

上回る1,507名（2009年3月末現在）が訓練に参加し、本プロジェクトの実績を基に他ドナー

からの資金調達にも発展している。 

 

② 各指標の達成度 

指標2-1：訓練ニーズと質の高い訓練プロバイダーが認知される。 

プロジェクト開始直後（2006年11月）に労働市場調査（政府機関、インフォーマルセク

ター小規模自営業者、建設会社等の雇用者対象）及び市民の訓練ニーズ調査（一般求職者

男女及びフォーマル/インフォーマル部門の有識者対象）を行い、訓練ニーズを明確にした

うえで訓練コースの改善に着手した。また、訓練コースへの応募状況から最新の訓練ニー

ズを随時確認した。 

訓練プロバイダーは下記のとおりの基本方針、基本条件、選定方法により選定した。こ

の結果、32団体の活動内容把握、15社の関心表明、13社の提案書提出を経て、13社に関し、

組織協力、提案された訓練内容、現在の活動内容及び施設・機材の有無を調査・検討した

結果、8つのNGOをSAVOT訓練プロバイダーとして選定した。 

 

《技能訓練の基本方針》 

・ジュバの労働市場で職を得られる訓練を提供すること。 

・ジュバ以外の地方で生活する人々に訓練機会を提供すること（地理的な公平性）。 
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・女性に訓練機会を提供すること。 

・帰還難民・IDPに訓練機会を提供すること。 

・MTCとの効果的な役割分担を行うこと（即効性が高い、低学歴者、相対的に基礎的な

技能、社会的弱者を対象とする）。 

・訓練を通じたNGOの能力強化が図れること。 

 

《NGO選定の基本条件》 

・南部スーダン政府に登録されたNGOであること。 

・ジュバに事務所（もしくは駐在員）を有すること。 

・南部スーダンにて3年以上の活動経験を有すること。 

・本プロジェクトで支援する金額以上の年間予算を有すること。 

・プロジェクト管理能力を有すること（定期報告書、ニュースレター発行状況等）。 

・リーダーシップを備えた幹部職員が存在すること。 

 

《選定方法》 

・教育省主催のワークショップ 

・NGOフォーラム 

・NGO個別訪問・協議 

 

指標2-2：5から10の基礎的技能訓練コースが発展する。 

13の基礎的技能訓練コースが実施された。 

 

指標2-3：基礎的な技能訓練を実施するために、訓練プロバイダーの運営や技術的な能力が

強化される。 

全体として、訓練プロバイダーの運営や訓練の能力は強化されたと考える。インタビュ

ーの結果からも、すべてのプロバイダーの能力が強化されたと認識されている。ケニアへ

のスタディーツアーと日々のOJTを通じて、能力が強化されたと認識する関係者が大半であ

る。特にスタディーツアーは要望が高い。本プロジェクト終了後も継続して訓練を実施す

るには資金調達能力の向上が急務である。SAVOTパートナーNGOのうち4団体はすでに他ド

ナーからの支援が実施されている、もしくは支援される可能性が高い。 

 

指標2-4：基礎技術訓練グループが形成される。 

SAVOT訓練プロバイダー関係者は南部スーダン基礎技能ネットワーク（Southern Sudan 

Basic Skills Network：SoSuBa-Net）を設立し、月例会議、ニュースレターの発行、職業訓練

展示会などの活動を実施している。 

 

指標2-5：1,000名の訓練生が基礎技能訓練コースに出席する。 

2009年3月末までに、1,507名の訓練生が基礎技能訓練コースに出席した。 

 



 

－11－ 

指標2-6：労働省も含めたモニタリング評価システムが確立される。 

モニタリング評価計画が作成され、ジュバ職業訓練センターリバイバル計画では6カ月に

1回の中間評価も定められたが、具体的な活動は実施されていない。労働省では職業訓練担

当の局長も配置されたが、いまだにモニタリング評価への取り組みはみられない。 

 

【成果3】 

「SAVOTの訓練プロバイダーの就業支援サービス能力が促進される。」 

① 総論 

成果3は成果達成に近づいてはいるが、組織としてのサービス能力の強化を達成するには

さらなる努力が必要である。中間評価時のプロジェクトデザインの見直しにより就業支援

サービスは労働省に移管され、訓練生の情報を労働省のデータベースに入力し、雇用者と

のマッチングを図る計画であるが、実際にはまだ機能していない。他方、ジュバ職業訓練

センターとパートナーNGOは就業促進の活動を期待されており、スタッフの個人的努力に

よりサービスを展開し、短期間の労働契約も含めると全体で77％の修了生が何らかの形で

就業するという実績をあげた。これらの就業促進サービスは一部スタッフの努力によると

ころが大きく、組織化された活動にまで発展していないことが課題である。 

 

② 各指標の達成度 

指標3-1：就業支援を統括する職員の能力が、自身で計画、実施、活動、評価ができるまで

に向上する。 

ジュバ職業訓練センターを含むすべてのSAVOT訓練プロバイダーは就業支援サービスの

担当者を配置した。就業支援をサポートするこれらの担当者または任意の職員はサポート

のための活動を行い、アタッチメントと呼ばれる職場での実地研修を実施できるようにな

ったが、指標のようなサイクルとしての活動を実施できるようになるまでは能力が向上し

ていない。 

 

指標3-2：SAVOTの訓練プロバイダーと労働局が労働市場、求職者、職業訓練に関する情報

について継続的に連絡をとりあう。 

SAVOT訓練プロバイダーと労働局関係者の情報交換は数回実施されたが、継続的な活動

には発展していない。 

 

指標3-3：就業支援と起業を促進する活動が実施される。 

2007年10月から2008年末までに起業と就業支援のためのセミナーが17回開催され、577名

の訓練生が参加した。2日間の集中セミナーも1回開催され、70名の訓練生が参加し、14時

間の講義の中で自己分析、キャリアプラン、活動計画、面接と履歴書作成対策などが行わ

れた。 

 

指標3-4：職業訓練プロバイダーによる就業支援の計画がまとめられ、労働省に申請される。 

就業支援の計画は2009年8月までに作成され、労働省に申請される予定である。 
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２－２－３ 達成状況 

終了時評価調査によるプロジェクト目標の達成度と、プロジェクト目標の達成見込みは以下

のとおり。 

 

（1）プロジェクト目標の達成度 

【プロジェクト目標】 

「各種訓練プロバイダーの能力強化を通じて、基礎的技能訓練、職業訓練が効果的に実施

される。」 

① 総論 

プロジェクト目標はほぼ達成されている。設定された目標もほぼ高いレベルで達成さ

れている。しかし指標2の「訓練を実施する能力が身についたか」という観点から考える

と、日本人専門家の随所にわたるマネジメント支援（スケジュール管理、予算確保・管

理等）により現行レベルの訓練が実施できている状況であり、訓練を実施できるように

なったものの、能力強化の点では取り組むべき課題が残っている。 

 

指標1：少なくとも1,300名の直接受益者が訓練コースを通じて輩出される。 

2009年3月末までに2,655名の直接受益者が輩出されている。2009年8月末までには3,561

名に到達する見込み。 

 

指標2：ジュバ職業訓練センターが長期と短期の両方で正規の訓練を実施する能力を身に

つける。 

ジュバ職業訓練センターでは以下の長期と短期の訓練コースが実施されている。レッ

スンプランの作成ができるようになった等、訓練の工程管理能力が向上し、また必要な

委員会を設置したことで合議で物事を決定する能力についても資機材購入等において成

果が出てきている。しかし、日本人専門家の随所にわたるマネジメント支援（スケジュ

ール管理、予算確保・管理等）により訓練を実施できている状況であり、身についたと

いえるレベルに達するには取り組むべき課題が残っている。 

 

長期コース：大工、建設、電気、金属加工、自動車整備、配管 

短期コース：冷蔵、エアコン、金属加工（薄板加工）、金属加工（溶接加工）、木工、秘

書、初級PC、中級PC 

 

指標3：ノン・フォーマル訓練プロバイダーが、コミュニティのニーズに応じた訓練コー

スを提供する。 

プロジェクトが実施した調査によると、アンケートをとったコミュニティ代表者のう

ち84％がSAVOTによる職業訓練はコミュニティに貢献したと回答した。貢献していない

と回答した6％は、コミュニティの住民が訓練を受けていることを知らなかったことが後

日判明した。 

さらに、各訓練プロバイダーの近郊コミュニティに住む訓練修了生の雇用主の98％が、

修了生は必要とされる技術を身につけていると回答した。卒業生の仕事に満足している 
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かとの質問に対しては、81％が「大変満足」か「満足」だったことから、訓練がコミュ

ニティのニーズに合致していたと考えられる。 

 

指標4：各SAVOT訓練プロバイダーが就業支援サービスを提供する。 

就業推進サービスの需要があるSAVOT訓練プロバイダーは多かれ少なかれ、同サービ

スを提供している。しかしながら、これらの活動は職員の人脈に頼るところが多く、組

織的にサービスを提供できるようになってはいない（詳細については前述2-2-2活動実績

【成果3】の項目を参照のこと）。 

 

（2）上位目標達成の見込み 

調査結果による上位目標達成の見込みは以下のとおり。 

「上位目標1. 習得した技術を活かし、訓練受講者が生計向上や起業の機会を拡大する。」

① 総論 

上位目標1は現在の訓練修了生にもみられるインパクトであり、SAVOT訓練プロバイダ

ーが訓練を提供し続けられる限り、将来も継続して達成される見込みである。 

 

② 各指標の達成度 

指標：SAVOTプロジェクトによる訓練修了生の就業状況が改善される。 

現状と同様にSAVOT訓練プロバイダーが職業訓練を実施し続け、かつ訓練修了生の平

均77％が何らかの形で就業または起業できる状態が続くのであれば、指標1は達成される

見込みである。 

 

「上位目標2. SAVOTプロジェクトの訓練修了生が、平和の定着のための復興、社会統合、

開発に貢献する。」 

① 総論 

終了時評価調査でも多くのプロジェクト関係者が上位目標2のインパクトを感じてい

ることが確認されることから、南部スーダンの社会経済状況が現在の安定を継続するか

改善される限り、上位目標2は達成され続ける見込みである。 

 

② 各指標の達成度 

指標：職業訓練によりSAVOT修了生とその周りにポジティブな変化が発現する。 

プロジェクトが実施したSAVOT関係者への追跡調査によると、多くの関係者が指標に

記載されている変化を感じていることが確認できる。複数回答可能な条件で身の回りの

ポジティブな変化について質問をしたところ、主な回答は以下のとおり。 

 

・収入が向上したことにより家族が一緒に住むことができる。 87％ 

・教育や職業訓練に参加することができる。 77％ 

・（職業訓練後の就業または起業により）定住することができる。 96％ 

 

これに加えて、本調査では収入の向上により家族の生活が安定したので将来設計が明
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るくなったことがあげられた。また、職業訓練により習得した技術を使って経済活動に

参加できていることが復興につながっているという趣旨の回答が複数あった。 

 

２－３ プロジェクト実施のプロセス 

 （1）プロジェクトデザインの変更による影響 

SAVOTでは多くの計画変更があったが、その多くはプロジェクトにとってよい影響をもた

らした。プロジェクト開始時には労働省は本来業務であった就業支援サービスを実施するだ

けのキャパシティがなかったため、ジュバ職業訓練センターが同施設の中に基礎的技能・職

業訓練情報センターを設置し、活動を管轄する計画だった。しかし、中間評価時の運営指導

で就業支援サービスの中心的な統括者をキャパシティが向上しつつある労働省に移管するこ

ととして、あるべき体制を見直すこととなった。 

また、当初の計画にはなかったマルチ・ドナー信託基金の活用により、ジュバ職業訓練セ

ンターの施設が改善され、追加の短期訓練コースが実施される計画になった。 

 

 （2）プロジェクト関係者内のコミュニケーション 

全体的にプロジェクトの関係者はコミュニケーションに配慮し、有効な関係を築いてきた。

プロジェクトの総括は年間を通じて労働省の事務次官と月に1、2回会議を重ねてきており、

総括の不在時は頻度が下がるものの、おおむね活動の報告を続けている。SAVOTパートナー

NGOとのコミュニケーションについても、団員がNGOを訪問する機会を多く設けるよう配慮

した。UNHCR、ILO、World Bankなどの他ドナーとのコミュニケーションについては、プロ

ジェクトの実施準備中は頻繁にミーティングを重ねて、実施が安定した後は頻度を下げなが

らも関係を保っている。 

 

 （3）プロジェクトのモニタリング 

専門家チームとJICA（現地、本部）との間での十分なコミュニケーションがモニタリング

機能を果たしつつ、プロジェクトが進捗してきたと言える。本件は緊急性の高い事業を迅速

に計画・実施するために設けられたファスト・トラック制度の適用を受けて開始された経緯

もあり、スピードと柔軟性をプロジェクト運営の前提とし、活動を実施しながら良い方向に

計画を変更するサイクルを繰り返した。このことが実質的にモニタリング機能を果たし、必

然的にモニタリングの濃度は高かったと考える。また、TICAD大使、本邦大手メディア、本

邦政府関係者等によるプロジェクトサイトへの訪問も頻繁であり、これもモニタリングの一

種になっていたといえる。 

 

 （4）ジュバ職業訓練センターとNGO職員のプロジェクトへの参加度 

プロジェクト開始時から比較すると、多くの側面で大きな変化が見られる。以前はジュバ

職業訓練センターのスタッフは訓練計画を作成するだけの能力を備えていなかったが、現在

では自主的に準備するようになった。スーダンの文化的な背景もあり、当初は会議など公の

場で発言することは全体的に非常に少なかったが、現在ではジュバ職業訓練センターが南部

スーダンにおける職業訓練校のモデルとなることを目標に設定し、職員のコンセンサスがと

れるようになったことからも、モチベーションが上がったことがうかがえる。 
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NGOについてはプロジェクト開始時より一定の参加意欲が見られた。プロジェクト開始後

は活動範囲の拡大、訓練修了生の修了後の就業または起業の状態を確認、ファンドレイジン

グを目的とした他ドナーとの連携などを通じて、プロジェクトへの参加度を上げた。 

 

 （5）安全対策 

南部スーダンは内戦終了後4年しかたっておらず、内戦時に出回った銃器の影響により武装

強盗も散見される他、選挙結果に起因する政情不安の可能性も高い。こうした状況の中、プ

ロジェクトでは携帯電話と無線機の携帯、日本人専門家の同一ホテルでの宿泊、現地スタッ

フからの治安情報に関する連絡体制確立、戦争保険と緊急医療サービスへの加入、支払時の

銀行送金利用など、十分な安全対策がとられており、これまでプロジェクト実施を妨げるよ

うな大きな障害が生じることなく進捗してきている。 

 

 （6）ファスト・トラックの影響 

本案件はファスト・トラック制度の適用を初めて受けた案件である。ファスト・トラック

とは緊急性の高い案件に対して、簡素化された手続きと準備により、迅速に実施することを

目的とした制度である。 

同制度の適用によりプロジェクトに正や負のインパクトがあったかを判断するのは非常に

困難である。それは、南部スーダンにおいて、他ドナーと比べてJICAが特に早い段階で活動

を始めたわけでもなければ、準備調査がスピード重視で不十分な結果だったために活動計画

に頻繁な変更が生じたわけでもないからである。 

ただし、復興支援案件ではスピードが重視されるという認識はプロジェクト関係者間で当

初から強く意識されていた。短期の訓練コースを多数準備し、就業までの期間を短くするこ

とで目に見える成果をなるべく早く発現させるなど、スピードが重要なコンセプトの1つであ

ることはプロジェクトを通じて活動に活かされたと考える。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価５項目の評価結果 

３－１－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

中間評価時に、南部スーダン政府の職業訓練政策、日本政府の援助政策はプロジェクト開始

時と比べて大きく変化していないことが確認された、また本プロジェクトでは帰還民や除隊兵

士にも職業訓練を提供していることから、ターゲットが計画どおりであるといえる。 

これらのターゲットへの訓練の提供は、上位目標2にあるように本プロジェクトが平和の定着

のための復興、社会統合、開発に貢献していることを示唆している。雇用主の大半は訓練修了

生が得た技術レベルに満足していることから、訓練が現地ニーズに合致していることが確認で

きた。 

 

３－１－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

プロジェクトの有効性を成果とプロジェクト目標の達成度でみた場合、成果2とプロジェクト

目標の達成度は高い。他方、成果1と成果3の達成度はやや高いにとどまっている。 

訓練修了生が指標の1,300名を大きく上回って3,500名以上に到達する見込みであることから、

直接受益者数の多さがプロジェクト目標達成の貢献要因といえる。他方、ジュバ職業訓練セン

ターが最低限の訓練実施能力を身につけたものの、マネジメントの面では課題を有する点がプ

ロジェクト目標達成の阻害要因である。これには労働省のキャパシティの低さ（労働局が計画

していた予算がほぼ執行されなかった）といった外部条件の影響もあった。 

 

３－１－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は高い。 

ジュバ職業訓練センターで提供されている訓練コースのうち、木工科を除くすべてのコース

で定員を上回る応募者があり、ほぼ計画どおり訓練が実施されていることから、研修員の受け

入れについては適切であったと考えられる。 

施設と機材については今のところ計画どおり研修を実施するための最低限必要な質と量は確

保されており、量に余裕がないこともあり稼働率は高い。しかし、訓練コースの各科を詳細に

みると、より質の高い研修を実施するためにさらに必要とされる機材や施設は多い。また、現

在は市中の電気供給が不十分なため自前の発電機に頼らざるを得ないことが運営コスト増大の

大きな要因の1つとなっており、外部条件の影響を受けている。 

日本や第三国と連携した研修はすべて大変好評であった。ウガンダ人講師の招へいについて

は同じ東部アフリカ地域出身で内戦も経験していることから、指導が現場の実情に即していた

としてジュバ職業訓練センター職員からの評価も高く、費用対効果が高かった。他方、ウガン

ダ人講師はタイムマネジメントについては力不足の面があり、計画していた指導が完了できな

かったこともあった。 

他ドナーとの連携について、適切なタイミングでの調整・協調により支援分野の重複を避け、

効率よく実施された。紛争予防・平和構築無償との連携に関しては、準備から実施決定に至る
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までの時間が短く、効率的な準備だったと評価される。 

 

３－１－４ インパクト 

プロジェクトのインパクトは高い。 

SAVOT訓練プロバイダーは継続して訓練修了生を輩出しており、また修了生の大半が就業も

しくは起業の機会を得ていることから、訓練修了生の生計向上や就業機会が改善されるという

上位目標の達成見込みは高いと考える。SAVOT関係者の多くがプロジェクトにより平和の恩恵

を受けており、ポジティブな変化があると回答している。したがって、スーダンの政治経済事

情が現在のように安定し続けるか改善されるなら、上位目標2である「訓練修了生が平和の定着

のための復興、社会統合、開発に貢献する」についても達成の見込みは高いと考える（上位目

標の達成見込みの詳細については「2-2-3（2）上位目標達成の見込み」を参照）。 

上位目標のほかに、女性の収入向上を通じて社会的地位の向上に貢献している側面もジェン

ダーの視点から重要なインパクトとして考えられる。特にジュバ職業訓練センターにおける秘

書科では60％、コンピューター科では38％と女性訓練生の占有率が高い。さらに、SAVOTパー

トナーNGOは全体的に女性訓練生の参加度が高く51％を占める。女性が外で働くことが一般的

ではないスーダン社会において、これら女性の社会進出が与えるインパクトは大きい。 

ジュバ経済への波及効果は、インタビュー調査の結果では関係者のほぼ全員がその効果を認

めている。全体でみると2009年3月までに1,550名が訓練を修了しそのうち1,193名が就業または

起業を通じて地域の経済活動に貢献している。前述のように女性の経済活動への参加も職業訓

練により増強されたと考える。さらに、ある程度の基礎技術をもった人材が市場に入ることは

提供するサービスのレベルが上がり、全くの未経験者に比べると付加価値もあると考えられる。

以上から、ジュバ経済への波及効果はあったと考えられる。 

 

３－１－５ 持続性 

プロジェクトの持続性は現時点では高くない。 

本プロジェクトのC/Pの持続性については現時点では高いとは言えない状況であり、活動の継

続には外部支援が不可欠である。南部スーダン政府が内戦後の2005年に発足した新しい政府で

あり、政府全体の機能が極めて脆弱であることを前提として開始したプロジェクトであること

に立ち返れば、現在ではジュバ職業訓練センターの活動の持続性を予見させるポイントも多く

発現している半面、南部スーダン政府が職員の給与以外はほとんどの予算を配賦できていない

ことから、ドナーの支援なしでは活動を持続できる見込みが低いと言わざるをえない。 

 

① 政策 

ジュバ職業訓練センター運営の持続性を予見させるポイントとして、政策面ではILOと労

働省が協力して職業訓練制度をほぼ完成させ、これが実施されれば政策に沿って一層同セ

ンターの運営体制を整備することが必要になり、労働省の同センターへのさらなる支援が

期待できる。他方、同センター運営に関する労働省のオーナーシップは高いとは言えない。

労働省が同センターの運営を管理できていないため、その運営についてはプロジェクトか

らのアプローチに頼りがちである。 

また、本終了時評価調査直後の2009年5月に南部スーダン労働省の大臣及び労働局長の本
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邦研修を実施し、行政官との協議、職業訓練現場や町工場の視察等を通じて日本の職業訓

練についての理解を深め、また外務省及びJICAの役員レベルとの面談において南部スーダ

ンにおける本プロジェクトの重要性と期待の大きさについて表明する等、プロジェクトの

持続性に向けた政府のリーダーシップが期待される場面が見られた。 

さらに本終了時評価調査終了後に決定されたプロジェクト延長による南部スーダンにお

けるDDR支援のための除隊兵士向け職業訓練においても南部スーダン政府が本プロジェク

トに寄せる期待と信頼の大きさが感謝と共にわが国政府に伝えられていることから、政府

レベルでの本プロジェクトの持続性に向けたオーナーシップが一層期待される。 

 

② 組織 

ジュバ職業訓練センターの体制はこれまでのプロジェクト実施とともに少しずつではあ

るが改善されており、訓練を計画どおり実施するという面では必要最低限の能力は得たと

考える。特に業務ガイドラインの準備は当初の計画に比べて遅れながらも進捗しており、

今後はガイドラインに則って理事会の設置や職務明細書の準備をする計画である。ジュバ

職業訓練センターの予算は厳しい状態が続いているが、小規模ながら収入創出活動が開始

されている。木工科では訓練で製作した家具の販売を始め、自動車整備科では自動車や発

電機の修理を一般客から受注し始めている。 

 

③ 財務 

SAVOTパートナーNGOの活動について、一部のNGOはプロジェクト専門家の指導もあり

他ドナーからの支援を取り付けるなど、ファンドレイジング能力が向上している。南部ス

ーダン高齢者支援の会（Southern Sudan Older People’s Organization：SSOPO）や女性のため

の自助努力支援の会（Women’s Self-Help Development Organization：WSHDO）などは外部か

らの注文に応じた委託製作を始めており、生産ユニットの収益を運営費の一部とする活動

も始まっている。これらの持続性を予見させる動きはみられるが、SAVOTが支援をやめれ

ば現状では活動を停止または大幅に縮小せざるを得ない団体も約半数はあるのが現実であ

る。 

 

３－２ 結論 

職業訓練システムが機能していなかった戦後復興の状況下でプロジェクトが開始したことを考

慮すると、開始から2年8カ月が経過した現在、プロジェクトは著しい進展を遂げており、プロジ

ェクト目標はプロジェクト終了時までにほぼ達成する見込みである。 

各種訓練プロバイダーは今後、基礎的能力及び組織基盤を強化して効果的な基礎的技能と職業

訓練を継続的に提供し、生計確保や起業、ひいては平和の定着に向けた再構築、再統合に貢献す

るものと思われる。 

現在の段階は効果的な訓練を継続的に提供するための第一歩であり、より一層コミュニティの

ニーズに応えていくためには、労働政策の迅速な実現が求められている。労働省と各種訓練プロ

バイダーには、組織的、財政的、技術的継続性の確保に向けた一層のコミットメントと努力が必

要である。 
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第４章 提言と教訓 
 

４－１ 提言 

上記のとおり現段階での達成状況は第一歩に過ぎず、活動の継続には外部からの支援が不可欠

であることから切れ目のない活動継続のためにすでに本件フェーズ2が採択されていることは妥

当である。 

フェーズ2の実施を考慮に入れ、本調査団は下記の事項を提言した。 

 

 （1）労働政策の実現 

南部スーダンでは職業訓練政策及びそのアクションプランが作成されているが、具体的な

実施段階まで至っていない状況である。本プロジェクトは職業訓練実施機関への支援である

が、実施機関の職業訓練機能強化には政策主導による職業訓練セクター全体の方向付けが不

可欠であることから、アクションプランの実施に向けた課題の整理を行い、実施主体、実施

方法を決定して実現に向けて推進していくことが必要である。 

 

 （2）迅速なプロジェクトの実施に向けた労働省の運営管理能力の強化 

現在の労働省では職員の数、専門性ともに大幅に不足しており、プロジェクトの実施にお

ける様々な局面で労働省がボトルネックになっている場面が多い。よって、プロジェクトの

スムーズな進捗をリードするには適当な人材の配置が必要である。 

 

 （3）MTCのマネジメント能力（財政管理、労務管理、調達業務、施設・機材維持管理） 

本プロジェクトではMTCの強化を目標としているが、特に訓練の核となる技術面での強化

を優先したため、運営や施設・機材管理面などのマネジメント面において特に課題が多く残

っている。今後の自立発展に向け、技術面の強化に加え、MTCのマネジメント能力の改善が

重要である。 

 

 （4）ノン・フォーマル訓練プロバイダーの財政的自立、及び他のノン・フォーマル訓練プロバ

イダーへのノウハウの普及 

ノン・フォーマル訓練プロバイダーの訓練実施能力は強化されたが、活動継続のためには

自力で資金調達を行えるまでの財政的自立が求められる。また、本プロジェクトで能力強化

した訓練プロバイダーは、ネットワークを利用してそのノウハウ・経験を南部スーダンの他

の訓練プロバイダーに普及・拡大させていくことが期待されている。 

 

４－２ 教訓 

 （1）臨機応変なプロジェクトデザイン変更の必要性 

南部スーダン政府における制度変更（就業支援サービス管轄者の変更）やマルチ・ドナー

信託基金を活用した受託事業の開始などに伴い、臨機応変にプロジェクトデザインを変更す

ることにより復興支援ニーズに迅速かつ適切に対応することができた。 
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 （2）徹底した安全対策の必要性 

内戦終了後4年しかたっておらず政情不安の可能性も高い状況下、徹底した安全対策（連絡

手段の確保、宿舎選定時の配慮、治安情報に関する情報収集・連絡体制の確立、各種保険サ

ービスへの加入、銀行送金利用など）を行うことにより、事件・事故を予防することができ

た。 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ・評価報告書 
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